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宇都宮市上河内地域交流館指定管理者募集要項 

 

 宇都宮市上河内地域交流館（愛称 梵天の湯）の管理運営について，民間の能

力を活用して，住民サービスの向上，経費節減等を図るため，地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び宇都宮市公の施設における

指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６条例第３５号）の規定に基

づき，指定管理者を次のとおり募集します。 

 なお，応募に当たっては，指定管理者制度の趣旨や施設の設置目的等を踏ま

え，本募集要項を十分御確認の上，御応募くださいますようお願いいたします。 

 

１ 対象施設の概要 

 ⑴ 施設の名称 

   宇都宮市上河内地域交流館 （愛称 梵天の湯） 

 ⑵ 施設の設置目的 

   宇都宮市上河内地域交流館（以下「上河内地域交流館」といいます。）は，

市民相互のふれあいと健康の増進を図るとともに，地域資源を活用した農

林産物の加工体験等を通して，多様な農村交流を促進することにより，地

域の活性化に寄与することを目的としています。 

 ⑶ 所在地 

   栃木県宇都宮市今里町１８番地４ 

 ⑷ 施設概要 

   構  造   木造平屋建て 一部鉄筋コンクリート 

   敷地面積   １８，３６６．４９平方メートル 

   延床面積    ２，０６０．０１平方メートル 

   施設内容   交流棟及び温浴棟 

          食の体験交流施設（農産物加工体験施設等） 

          温泉スタンド 

          駐車場 

  ※ 詳細は，仕様書で示します。 

 ⑸ その他 

   上河内地域交流館は，宇都宮市上河内地域交流館条例（平成１９年３月

５日条例第２２号。以下「上河内地域交流館条例」といいます。）に基づき

設置する施設です。 
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２ 指定管理者が行う業務 

  指定管理者が行う業務は，上河内地域交流館条例第１１条に基づき以下の

とおりとし，詳細は，仕様書で示します。 

 ⑴ 施設の運営に関する業務 

  ア 市民相互のふれあいと健康の増進に関する事業 

  イ 地域資源を活用した農林産物の加工体験に関する事業 

  ウ 地元農産物及びこれを活用した食に親しむ場の提供に関する事業 

  エ 都市住民との交流に関する事業 

  オ その他上河内地域交流館の目的を達成するために必要な事業 

 ⑵ 施設の使用の許可及び制限に関する業務 

  ア 使用の許可    上河内地域交流館条例第５条に基づく使用の受付

及び許可 

  イ 使用の制限    上河内地域交流館条例第６条に基づく使用の制限 

  ウ 許可の取消し等  上河内地域交流館条例第９条に基づく使用許可の

取消し等 

 ⑶ 施設の維持管理に関する業務 

  ア 施設の保守管理業務 

    施設を維持していくための保守点検及び修繕 

  イ 施設で保有している附帯設備及び備品の維持管理 

  ウ 樹木，芝生等植栽の維持管理 

  エ 清掃，警備及び防災に関する業務 

  オ 温浴施設の衛生管理に関する業務 

 ⑷ 施設を利用した自主事業に関する業務 

※ 指定管理者は，施設の設置目的に寄与し，かつ，施設の日常的な管理

運営に影響を及ぼさない範囲において，事前に宇都宮市（以下「市」と

いいます。）と協議の上，自己の責任及び費用負担により施設を活用し

て自主事業を実施することができます。 

  なお，指定管理者の候補者として選定された場合，同提案は，市と指

定管理者との間で締結する協定書に規定し，その内容を遵守していただ

きます。 

 ⑸ その他の業務 

  ア 会計関係帳簿，利用状況報告書等の作成及び市への報告 

  イ 緊急，防犯，防災等の危機管理マニュアル等の作成及び実施体制の整

備 

  ウ 個人情報保護等の措置 

  エ 事業計画書，事業報告書及び業務報告書の作成 

  オ 経理規定等（宇都宮市会計規則（平成１７年規則第１１号）に準ずる

もの）の作成及び経理事務 
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  カ 職員に対して運営管理に必要な研修の実施 

  キ その他日常業務の調整 

 

３ 管理運営に関する基本的事項 

 ⑴ 管理の基準について 

   管理の基準は，上河内地域交流館条例第１２条及び上河内地域交流館条

例施行規則第２条及び第３条に基づき，以下のとおりとします。 

  ア 休館日 

   (ア) 毎月第１木曜日及び第３木曜日（その日が国民の祝日に関する法律

（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日に当たる場合は，その

翌日） 

   (イ) １月１日 

   (ウ) 定期点検のための臨時休館など（市の承認が必要） 

※ ただし，指定管理者が，市民サービスの向上，又は利用者の利便

性の向上に有効と判断するときは，市の承認を受けた上で，自らの

費用と責任により，休館日に開館する，又は休館日を変更すること

ができますので，提案してください。 

  イ 開館時間 

    午前１０時から午後９時まで 

※ ただし，指定管理者が，市民サービスの向上，又は利用者の利便

性の向上に有効と判断するときは，市の承認を受けた上で，自らの

費用と責任により，開館時間を延長することができますので，提案

してください。 

 ⑵ 宇都宮市情報公開条例の適用について 

   指定管理者は，宇都宮市情報公開条例（平成１２年条例第１号）の趣旨

に則り，その保有する情報の公開を行うための必要な措置を講じるよう，

努めることとします。 

 ⑶ 個人情報の保護に関する法律及び宇都宮市個人情報保護条例の適用につ

いて 

   指定管理者は，個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及

び宇都宮市個人情報保護条例（平成１２年条例第２号）の規定に従い，公の施

設の管理を通じて取得する個人情報を保護するために，必要な措置を講じる

こととします。 

 ⑷ 宇都宮市行政手続条例の適用について 

   指定管理者は，施設を使用しようとする者の申請に対して，使用の許可

等を行う場合は「行政庁」として宇都宮市行政手続条例（平成８年条例第

４１号）の適用を受けることになります。 

 ⑸ 災害時の対応 
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   上河内地域交流館は，大規模災害が発生した場合など，市が必要と認め

る場合には，避難所等として使用する場合があります。 

   なお，指定管理者が市の指示に従う場合において，指定管理料の取扱い

その他の必要な事項については，市と指定管理者が協議の上，決定します。 

 ⑹ 宇都宮市環境基本条例の適用について 

   指定管理者は，宇都宮市環境基本条例（平成１３年条例第３２号）の規

定に従い，環境の保全のための必要な措置を講じていただきます。 

 ⑺ 宇都宮市暴力団排除条例の適用について 

   指定管理者は，宇都宮市暴力団排除条例（平成２３年条例第３７号）の

規定に従い，暴力団の活動を助長すると認められる場合には，施設の利用

を許可しないなどの必要な措置を講じていただきます。 

 ⑻ 関係法令等の遵守 

   指定管理者は，上記⑵～⑺のほか，上河内地域交流館に係る以下の法令

等を遵守してください。 

  ア 地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

  イ 消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

  ウ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 

  エ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

  オ 水道法（昭和３２年法律第１７７号） 

  カ 身体障害者補助犬法（平成１４年法律第４９号） 

  キ 温泉法（昭和２３年法律第１２５号） 

  ク 公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号） 

  ケ 食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号） 

  コ 健康増進法（平成１４年法律第１０３号） 

  サ 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号） 

  シ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第 

２０号） 

  ス 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号） 

  セ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号） 

  ソ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号） 

  タ 環境基本法（平成５年法律第９１号） 

  チ 水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号） 

  ツ 大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号） 

  テ 宇都宮市上河内地域交流館条例（平成１９年条例第２２号） 

  ト 宇都宮市上河内地域交流館条例施行規則（平成１９年規則第１２号） 

  ナ 宇都宮市障がい者が利用する場合における公の施設の使用料の減免に

関する規則（平成１２年規則第２５号） 

  ニ 宇都宮市入湯税条例（昭和５８年条例第２８号） 
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  ヌ レジオネラ症を予防するために必要な措置に関する技術上の指針（平

成１５年厚生労働省告示第２６４号） 

  ネ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第

６５号） 

  ノ 宇都宮市やさしさをはぐくむ福祉のまちづくり条例（平成１２年条例

第１８号） 

  ハ 協定書 

  ヒ 仕様書 

  フ その他指定管理業務を行うにあたり遵守すべき法令等 

※ 提案書において仕様書を上回る水準が提案されている場合は，提案書

に示された水準により業務を実施するものとし，実施費用は全て指定管

理者の負担とします。 

 ⑼ 業務の委託等 

   指定管理者は，本業務の全部を第三者に委託し，又は請け負わせることが

できません。ただし，業務の一部について，あらかじめ市が認めた場合はこの

限りではありません。 

   なお，市が認めた業務を委託する場合は，委託先を市内事業者から選定す

るよう努めることとします。 

 ⑽ 施設の改修 

   指定期間中に，温泉の浚渫工事等の大規模な改修工事を実施する場合は，

工事期間や施設営業等について，市と指定管理者で協議するものとします。 

 

４ 指定期間 

  令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで（５年間）とします。 

 

５ 指定管理料及び納付金 

  本施設は，施設の効率的な管理運営を行うことで，施設の利用料金等収入

の見込み額が管理運営費用の見込み額を上回ることが期待できる施設である

ため，施設の管理運営に要する費用は，利用料金等収入によって賄うことと

します。 

  したがって，指定管理料は支払わないこととし，市への納付金の提案をし

ていただきます。 

 ※ ただし，災害等その他の特殊な事由により管理運営費用を利用料金等収

入で賄えない場合は，当該年度の指定管理料等の額について市と指定管理

者との間で協議の上，決定するものとします。 

 

 ⑴ 納付金 

   提案していただく納付金の額は，指定期間中５年間の合計額として，  
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１５，６８６千円以上とします。なお，指定期間中の納付額の合計額と年

度ごとの金額を提案してください。 

  ※ 消費税及び地方消費税の税率については，１０％で提案してください。

なお，指定期間中に税率の変更があった場合には，「９ リスクへの対応」

に基づき適切に対応します。 

 ⑵ 管理運営費用に含まれるもの 

  ア 人件費 

  イ 管理費（消耗品費，修繕費，光熱水費，保守点検・維持管理に係る経

費等） 

  ウ 事業費 

  エ 事務費 

 ⑶ 修繕費の取扱い 

   １件当たり３００千円以下の修繕は，指定管理料の範囲内で指定管理者の負

担で行うこととします。１件当たり３００千円を超える修繕は，市の負担としま

す。 

   なお，指定管理者は，行った修繕の全てについて，定期的に市に報告すること

とします。 

 ⑷ 物品の貸与 

   業務に要する主要な物品については，市が無償で貸し付けます。 

 

６ 利用料金制度 

  施設の管理については，公の施設の利用に係る料金を指定管理者が自らの

収入として収受することができる「利用料金制」を採用します。利用料金に

ついては，上河内地域交流館条例第７条で定める額の範囲内で，市長の承認

を受けて，指定管理者が定めることができます。 

  なお，利用料金として徴収した額のうち，提案書においてあらかじめ定め

た額を超過した部分の２割を基本として，市に納付していただきますので，

留意してください。 

  また，障がい者が利用する場合は，利用料金を減免しますが，この減免に

よる利用料金収入の影響額は，市が負担金として指定管理者に支払います。

（減免申請者を正確に把握し，報告していただきます。） 

 

７ 業務実施条件 

 ⑴ 申請資格 

   申請者は，法人その他の団体（以下「団体等」といいます。）とし，次の

とおりとします。 

  ア 宇都宮市に本社，本店又は本部（以下「本社等」といいます。）を有す

る団体等（共同事業体が申請する場合については，構成団体の全てが市
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内に本社等を有する団体等） 

  イ 団体等が次の各号に該当しないこと。（共同事業体が申請する場合につ

いては，構成団体のいずれかが次の各号に該当すれば，申請資格がない

ものとみなします。） 

   (ア) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定により，市の入札に参加できない団体等 

   (イ) 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により，市若しくは他の

自治体から指定管理者の指定を取り消され，その取消しの日から２年

（他の自治体の場合は１年）を経過しない団体等（ただし，当該団体

等の責めによらない場合を除く。）又は同項の規定により，市若しくは

他の自治体から管理の業務の全部又は一部を停止され，停止期間満了

の日から１年（他の自治体の場合は６か月）を経過しない団体等（た

だし，当該団体等の責めによらない場合を除く。） 

   (ウ) 指定管理者の指定を管理の委託とみなした場合に，地方自治法第 

９２条の２，第１４２条（同条を準用する場合を含む。）又は第１８０

条の５第６項の規定に抵触することとなる団体等（いわゆる兼業禁止

規定を準用）。ただし，同法の規定で対象外とされる出資団体（２分の

１以上）に準じ，市の出資法人等や地域団体などの団体については，

設立目的や活動の公共性・公益性を踏まえた上で，兼業禁止の例外と

して，指定管理者に指定することができることとします。 

   (エ) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第６号に規定するもの）又は暴力団の密接

関係者（栃木県暴力団排除条例施行規則（平成２３年栃木県公安委員

会規則第１号）第３条に規定するもの）が役員就任，経営関与等を行

っている団体等 

     なお，暴力団員に該当するかどうかを確認するため，栃木県警察本

部に役員の個人情報を提供することとします。 

   (オ) 法人税，消費税及び地方消費税，又は宇都宮市税を滞納している団体等 

   (カ) 会社更正法（平成１４年法律第１５４号），民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）その他倒産等に関する法律に基づくいずれかの手続を行

っている団体等 

   (キ) 市の指定管理者の指定手続において，その公正な手続を妨げた団体

等又は公正な価格の成立を害し，若しくは不正な利益を得るために連

合した団体等 

  ウ 団体等が，いわゆる権利能力なき社団に当たり，法律行為を行う能力

を有しない場合には，その代表者が次の各号に該当しないこと。 

   (ア) 法律行為を行う能力を有しない者 

   (イ) 破産者で復権を得ない者 
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  エ 社会保険等（健康保険，厚生年金保険及び雇用保険）への加入の必要

がある場合，次の必要な手続を全て履行している団体等 

   (ア) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出 

   (イ) 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定によ

る届出 

   (ウ) 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出 

 ⑵ 欠格事項 

   団体等が次の各号に該当する場合は，その団体等を選定審査の対象から

除外します。（共同事業体が申請する場合については，構成団体のいずれか

が次の要件に該当すれば，選定審査の対象から除外します。） 

  ア 申請書類に虚偽又は不正があった場合 

  イ 申請者及び申請者の代理人並びにそれ以外の関係者が，選定に対する

不当な要求を行った場合 

  ウ 複数の申請書類を提出した場合 

  エ 申請書類受付期限までに所定の書類が整わなかった場合 

  オ その他不正な行為があった場合 

 

８ 業務実施に係る確認事項 

 ⑴ 事業報告書 

   指定管理者は，指定期間中の毎年度終了後，市が指定する期日までに次

に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し，提出することとします。 

  ア 業務の収支状況に関する事項 

  イ 業務の実施に関する事項 

  ウ 施設の利用状況に関する事項 

  エ 利用料金収入・指定事業収入の明細に関する事項 

  オ 自主事業の実施状況に関する事項 

  カ その他市が指示する事項 

 ⑵ 業務報告書 

   指定管理者は，指定期間中の毎月，市が指定する期日までに，上記⑴の

事業報告書の事項を記載した業務報告書を作成し，提出することとします。 

 ⑶ 立入検査及び改善勧告 

   市は，業務報告書の確認及び業務実施状況の確認のため，随時管理物件

へ立ち入ることができるものとし，指定管理者に対し業務実施状況や管理

経費の収支状況等について説明を求めることができるものとします。 

   また，指定管理者の業務実施が仕様書等を満たしていないと判断した場

合，市は，業務の改善勧告等を行います。 

９ リスクへの対応 

  指定期間における主なリスクについては，下表の負担区分を基本として対
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応します。 

種  類 内  容 市 指定管理者 

施設の修繕 

１件３００千円以下の修繕  ○ 

１件３００千円を超える修繕 ○  

火災保険への加入 － ○  

施設の増改築・移設  － ○  

物価変動 
人件費，物品費等物価変動に伴う

経費の増加への対応 
 ○ 

金利変動 
金利の変動に伴う経費の増加への

対応 
 ○ 

需要の変動 
利用者の増減に伴う利用料金の減

収及び費用の増加への対応 
 ○ 

周辺地域，施設利用

者等の苦情対応 
－  ○ 

法令の変更 

施設の管理・運営に影響を及ぼす

法令変更に伴う経費の増加への対

応その他対応 

○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変

更に伴う経費の増加への対応その

他対応 

 ○ 

税制度への対応 

施設の管理・運営に影響を及ぼす税

制度変更に伴う経費の増加への対

応その他対応 

○  

指定管理者に影響を及ぼす税制度

変更に伴う経費の増加への対応そ

の他対応 

 ○ 

 ※ 事故により損害賠償が求められるものや，不可抗力（天災，テロ等の人

災）発生時の費用負担については，「10 損害賠償及び不可抗力」を御確認

ください。 
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10 損害賠償及び不可抗力 

  事故により損害賠償が求められるものや，不可抗力（天災，テロ等の人災）

発生時の費用負担についての基本的な考え方は，次のとおりです。 

  詳細については，指定管理者と市との間で締結する協定書の中で規定しま

す。 

 ⑴ 損害賠償について 

  ア 指定管理者の故意又は過失により，管理物件が損傷した場合，指定管

理者は，市に対し，その損害を賠償することとします。 

  イ 指定管理者の責めに帰すべき事由により，利用者等の第三者に損害が

生じた場合，指定管理者は，その損害を賠償することとします。 

  ウ 指定管理者は，市が加入している「全国市長会市民総合賠償補償保険」

の被保険者になります。 

   【参考 全国市長会市民総合賠償補償保険の保険金額】 

死亡・身体障がい １名１億円／１事故１０億円 

財 物 損 壊 １事故２，０００万円 

   ※ ただし，保険の対象は「賠償責任保険（身体賠償，財物賠償等）」の

みであり，「補償保険（見舞金等）」は対象になりません。また，指定管

理者が自らの責任と費用において実施する自主事業や，医療行為など

の保険の対象とならない業務に起因する事故等によるものについても

対象になりません。 

  エ その他，指定管理者は，自らのリスクに対して，適切な範囲で保険等

に加入すること。 

 ⑵ 不可抗力による損害について 

  ア 不可抗力による損害が発生した場合には，速やかに市に通知するもの

とします。 

  イ 不可抗力による損害であるか否かの判定や費用負担については，指定

管理者と市との間で協議するものとします。 

  ウ 不可抗力による損害や対応に要する費用については，原則として市の負担

とします。 

 

11 指定期間満了以前の指定の取消し 

  次の場合，市は，指定管理者に対し指定を取り消し，又は期間を定めて業

務の全部又は一部の停止を命じることができるものとします。 

  詳細については，指定管理者と市との間で締結する協定書の中で規定しま

す。 

 ⑴ 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

  ア 「７ 業務実施条件」中，⑴－イ各号，又はウ各号のいずれかに該当

したとき。 
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  イ 業務に際し不正行為があったとき。 

  ウ 市に対し虚偽の報告をし，又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。 

  エ 市が行った業務の改善勧告に正当な理由がなく応じないとき。 

  オ 協定書の内容を履行せず，又はこれに違反したとき。 

  カ 手形若しくは銀行取引停止処分がなされたとき又は支払停止事由が発

生したとき。 

  キ 差押，仮差押さえ又は仮処分を受けたとき。 

  ク 破産，会社更正，民事再生，特別精算その他倒産等に関する法律に基

づくいずれかの手続について申立てがなされたとき。 

  ケ 当該施設の管理運営に必要な事項に係る許認可等について，監督官庁

から取消処分又は停止処分を受けたとき。 

  コ その他，市が必要と認めるとき。 

 ⑵ 不可抗力の発生による場合 

   不可抗力（天災，テロ等の人災）が発生し，施設を市民の避難所等とし

て使用しなければならないような事情が生じた場合，協議の上，市は，指

定を取り消すことがあります。 

 

12 指定管理者選定のスケジュール 

令和４年 ６月 ７日（火） 

     ～ ７月１９日（火） 

 募集要項の発表 

要項及び申請書類様式の配布 

   

       ６月１６日（木）  応募予定者説明会（現地説明会） 

   

       ７月 ７日（木）  申請書の受付開始 

   

       ７月１９日（火）  申請書の受付締切 

   

       ７月 下旬～  資格審査 

   

       ８月 中旬～  提案審査 

   

      １０月 上旬  指定管理者の選定 

  ※ スケジュールは，変更になる場合があります。 
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13 募集要項等の配布 

 ⑴ 配布期間 

   令和４年６月７日（火）から７月１９日（火）まで（ただし，土曜日，日

曜日及び祝祭日を除く。） 

 ⑵ 配布時間 

   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

 ⑶ 配布場所 

   宇都宮市役所経済部観光交流課（宇都宮市役所７階） 

   〒３２０－８５４０ 栃木県宇都宮市旭１丁目１番５号 

   電 話 ０２８－６３２－２４５６ 

   ＦＡＸ ０２８－６３２－５４２０ 

 ⑷ 配布資料 

  ア 募集要項 

  イ 業務仕様書 

  ウ 選定基準表 

  エ 申請様式一式（「16 提出書類」を御参照ください。） 

  オ 上河内地域交流館条例，同条例施行規則，宇都宮市公の施設に係る指

定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年条例第３５号），同条

例施行規則（平成１７年規則第４６号） 

  ※ 配布資料は，市ホームページからダウンロードすることもできます。  

 

14 応募予定者説明会（現地説明会） 

  応募方法，提案書類，指定管理業務，現場の状況等について，説明会を開

催します。参加を希望する団体等は，令和４年６月１４日までに，申込書を

窓口へ持参するか，又は電子メールで送付してください。なお，申請予定者

は，説明会に可能な限り出席してください。 

 ⑴ 日時 

   令和４年６月１６日（木）午後１時３０分から 

 ⑵ 場所 

   上河内地域交流館内レストラン 

 ⑶ 申込書 

   説明会参加申込書（様式１２） 

 ⑷ その他 

   参加人数は，１団体等につき２名までとします。 
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15 質疑応答 

 ⑴ 提出期限 

   令和４年６月２０日（月） 

 ⑵ 提出書式 

   質問書（様式１３） 

 ⑶ 提出方法 

   文書による受付とし，窓口持参又は電子メールにより行うこととします。

口頭による質疑は受け付けません。 

 ⑷ 回答 

   申請予定者全体に周知するため，市ホームページで回答します。 

   なお，回答日は，令和４年６月２９日（水）を予定しています。 

 

16 申請書受付期間及び時間 

 ⑴ 受付場所 

   募集要項配布窓口に持参又は郵便等により提出してください。 

 ⑵ 受付期間 

   令和４年７月７日（木）から７月１９日（火）まで（ただし，土曜日，日

曜日及び祝日を除く。） 

  ※ 申請書類に軽微な不備がある場合に限り，受付締切後，３日間（土曜

日，日曜日及び祝日を除く。）の補正期間を設けます。 

 ⑶ 受付時間 

   受付期間内の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

 

17 提出書類 

  申請時に，以下の書類を，正本各１部，副本各１５部提出してください。

（ただし，「過去２年間の法人税法第７４条に基づく法人税確定申告書及び添

付書類一式」については，正本１部，副本３部を提出してください。） 

※ 申請様式一式（様式１～１１）を「Microsoft Word」，「Microsoft Excel」，

「Adobe PDF」のいずれかの形式で記録した電子媒体（ＣＤ又はＤＶＤに

限ります。）１部も併せて提出してください。 

 ⑴ 資格審査に係るもの 

  ア 指定申請書（資格審査用）（様式１－１） 

  イ 団体等の概要（様式２－１） 

  ウ 構成団体等の概要（様式２－２）（共同事業体の場合のみ） 

  エ 共同事業体協定書兼委任状（様式３）（共同事業体の場合のみ） 

  オ 宣誓書（様式４） 

  カ 応募の動機（様式５） 

  キ 団体等の労働条件（様式６－１，６－２） 
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  ク 団体等の組織体制（様式７－１，７－２，７－３） 

  ケ 団体等の運営実績（様式８） 

  コ 定款，規約等その他これらに類する書類 

  サ 登記事項証明書（法人格を有する団体のみ） 

  シ 印鑑登録証明書（法人格を有さない団体の場合は代表者のもの） 

  ス 労働基準法第３６条に基づく協定届（労働基準監督署受付印のあるもの） 

  セ 過去２年間の事業報告書（提出日現在の最新の２事業年度分とすること。） 

  ソ 法人税法第７４条に基づく法人税確定申告書及び添付書類一式（貸借

対照表，損益計算書その他財務省令で定める書類を含む。税務署受付印

のあるもの。提出日現在の最新の２事業年度分とすること。）。法人税確

定申告をしていない団体等については，貸借対照表，収支計算書，財産

目録及び預貯金・借入金の残高証明書 

  タ 国税の納税証明書（「その３の２」又は「その３の３」）及び市税完納

証明書 

  チ 役員名簿（住所，氏名（フリガナ），生年月日及び男女の別が記載されたもの）  

  ツ 指定を受けるに当たって許認可，資格等が必要な場合には，その資格を証

明するもの 

  テ 健康保険への加入の必要がある場合には，年金事務所又は健康保険組合発

行の健康保険料の領収書の写し（直近の１回分）等 

  ト 厚生年金保険への加入の必要がある場合には，年金事務所又は健康保険組

合発行の厚生年金保険料の領収書の写し（直近の１回分）等 

  ナ 雇用保険への加入の必要がある場合には，労働局，労働基準監督署又は労

働保険事務組合発行の雇用保険料の領収書の写し（直近の１回分）等 

  ニ その他必要な書類 

 ⑵ 提案審査に係るもの 

  ア 当該施設管理の基本的な方針（様式９） 

  イ 事業計画書 

   (ア) 危機管理，安全管理，緊急時対策，防犯・防災対策（様式１０－１） 

   (イ) 接遇の向上や利用しやすい環境づくり（様式１０－２） 

   (ウ) 利用者ニーズの把握の仕組み（様式１０－３） 

   (エ) 利用促進に向けた事業の充実（様式１０－４） 

   (オ) 第三者に業務委託する場合の業者選定，指導，監督体制（様式１０－５） 

   (カ) 地域住民の雇用確保（様式１０－６） 

   (キ) 地域振興・活性化に向けた取組（様式１０－７） 

  ウ 収支計画書（総括表）（様式１１－１） 

  エ 収支明細書（収入の部）（様式１１－２） 

  オ 収支明細書（支出の部）（様式１１－３） 

  カ その他必要な書類 
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18 内容確認 

  市が必要と認めるときは，記載内容等について，申請者に対する内容確認

を実施する場合があります。 

 

19 指定管理者の選定及び指定等 

 ⑴ 選定基準 

   指定管理者の選定基準は，宇都宮市公の施設に係る指定管理者の指定の

手続等に関する条例第４条の規定により，次のとおりとします。 

  ア 住民の平等利用を確保することができること。（平等利用の確保） 

  イ 当該施設の効用を最大限に発揮させること。（施設効用の最大限の発揮） 

  ウ 当該施設の管理に係る経費の縮減が図られること。（経費の縮減） 

  エ 管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有すること。（安定した能

力の保持） 

 ⑵ 選定方法 

   宇都宮市指定管理者選考等専門委員の意見等を踏まえ，宇都宮市指定管

理者選定委員会が，次のとおり審査を行います。 

  ア 資格審査 

    申請資格と上記⑴の「安定した能力の保持」についての審査を行いま

す。 

   (ア) 申請資格の審査 

     「７ 業務実施条件」に適合しているかを書類で審査します。 

   (イ) 「安定した能力の保持」の審査 

     当該施設を管理するための安定した能力があるかを書類で審査しま

す。 

     審査内容と配点は下表のとおりです。 

     なお，各審査項目（「運営実績」を除く。）において，０点があった

場合は，不合格となります。 

審査区分 審査項目 配点 

応募の動機 応募した動機，意欲 

各２０点 

労働条件 従業員の労働条件等 

組織能力 組織体制，研修体制，個人情報保護等 

運営実績 類似施設，類似業務の運営実績等 

財務能力 財務状況の健全性 

計 １００点 

    ※ 採点基準は，「特に優れている」を２０点とし，「優れている」   

１６点，「普通」１２点，「やや劣る」８点，「非常に劣る」０点とし

ます。 
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   (ウ) 合格者 

     ６０点以上の得点者（ただし，１０者を超える場合には，上位１０

者とします。） 

     合格者には，提案審査で行うヒアリング等の日程等をお知らせしま

す。 

  イ 提案審査 

   (ア) 審査内容 

     資格審査の合格者に対して，上記⑴の「施設効用の最大限の発揮」

及び「納付金」について，提出書類等に基づき，プレゼンテーション

を行い，審査します。 

審査区分と配点は，下表のとおりです。 

選定基準 審査区分 配点 

施設効用の最

大限の発揮 

・基本的事項 

・利用者サービスの向上 

・施設特性に応じたテーマ 

１５０点 

納付金 
（配点）×[当該申請者の納付金提案

額]／[申請者中最高納付金提案額] 
５０点 

計 ２００点 

    ※ 温浴や飲食，物販機能など施設の特徴を生かした利用促進に繋が

る具体的な取組（砂風呂の利用促進に向けた具体的な取組を含む。）

や，施設の魅力を高める自主事業について，特に重視して，審査を

実施致します。 

    ※ 「納付金」において，著しく高額の提案については，当該施設の

管理運営が適正に履行されるかを調査します。 

      なお，プレゼンテーションには，引継ぎを担当する者の出席を必

須とします。 

   (イ) 審査項目 

     上表の「審査区分」における具体的な審査項目は次のとおり（別紙

「選定基準表」及び申請様式を参照）です。 

    ⅰ 当該施設管理の基本的な方針（様式９） 

    ⅱ 危機管理，安全管理，緊急時対策，防犯・防災対策（様式１０－１） 

    ⅲ 接遇の向上や利用しやすい環境づくり（様式１０－２） 

    ⅳ 利用者ニーズの把握の仕組み（様式１０－３） 
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    ⅴ 利用促進に向けた事業の充実（様式１０－４） 

    ⅵ 第三者に業務委託する場合の業者選定，指導，監督体制（様式  

１０－５） 

    ⅶ 地域住民の雇用確保（様式１０－６） 

    ⅷ 地域振興・活性化に向けた取組（様式１０－７） 

   (ウ) 合格者 

     ６割以上の得点を満たし，提案審査を合格した団体等の中から，提

案審査の得点の上位３者を，指定管理者の最優先交渉者，第２位交渉

者，第３位交渉者として選定します。 

     最優先交渉者から協定締結に向けた交渉を行い，協議が整った後，

指定管理者の候補者とします。 

    ※ 資格審査と提案審査の得点は，合算しません。 

    ※ 提案審査において，いずれの団体の得点も６割（１２０点）に達

しない場合は，再募集します。 

 ⑶ 選定結果の通知等 

  ア 選定結果については，応募者全員に文書で通知します。 

  イ 選定後，応募の概況等及び審査内容の概要について，応募団体名を含

め，公表します。 

 ⑷ 指定手続 

  ア 指定管理者の候補者として選定した団体等については，地方自治法の

規定に基づき，指定管理者として指定する議案を市議会に提出し，議決

を経て指定管理者として指定します。 

  イ 指定に当たっては，文書で通知するとともに，宇都宮市公告式条例（昭

和２５年条例第３１号）の定めるところにより公告します。 

  ウ 市議会への提案は，令和４年１２月の宇都宮市議会定例会を予定して

います。 

 

20 協定の締結 

  指定管理者の候補者として選定された団体等は，細目について，市と協議

の上，当該指定の議案の提案日以前に，仮協定を締結します。 

  仮協定は，議決を経て本協定としての効力を発します。 

  なお，主に次のような事項を協定します。 

 ⑴ 事業，管理業務の実施内容に関する事項 

 ⑵ 利用料金に関する事項 

 ⑶ 管理運営に要する経費及び納付金に関する事項（積算方法，精算の要否

等） 

 ⑷ 施設の補修等に関する事項 

 ⑸ 個人情報の保護に関する事項 



 １８ 

 ⑹ 情報公開に関する事項 

 ⑺ 苦情処理に関する事項 

 ⑻ 事業実施内容等の点検に関する事項 

 ⑼ 事業報告に関する事項 

 ⑽ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

 ⑾ 指定の取消し又は指定期間満了に伴う次の指定管理者への引継ぎに関す

る事項 

 ⑿ 事故等に係る損害賠償請求に関する事項 

  ・指定管理者と利用者等との間に生じた損害賠償に関する事項 

  ・指定管理者と市との間に生じた損害賠償に関する事項 

 ⒀ 宇都宮市行政手続条例の適用及び遵守に関する事項 

 ⒁ 宇都宮市環境基本条例の遵守に関する事項 

 ⒂ 宇都宮市暴力団排除条例の適用に関する事項 

 ⒃ リスクの分担に関する事項 

 ⒄ その他 

 

21 協定書の解釈に疑義が生じた場合の措置等 

  協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場

合において，市と指定管理者は，誠意を持って協議することとします。 

 

22 業務引継ぎ 

  指定管理者として指定された団体等は，指定後速やかに，現在の指定管理

者である株式会社かみかわち温泉振興会から，市が十分と認める水準で業務

引継ぎを受けることとします。 

  なお，指定管理者として指定された団体等は，業務引継ぎを受けるために

当該団体等において要した経費を負担することとします。 

 

23 留意事項 

 ⑴ 共同事業体による提案 

   応募に関する事務の全てを，当該共同事業体の代表者を通じて行うもの

とし，市が当該代表者に対して行った行為は，当該共同事業体全ての構成

団体に対して行ったものとみなします。 

   なお，共同事業体が選定された場合には，仮協定の締結以前に，代表団

体及び各団体の責任分担等を明確に定めた協定書を締結し，その写しを市

に提出します。 

 ⑵ 共同事業体提案の構成団体の変更 

   共同事業体が提案する場合，代表者，構成団体等の変更は，原則として

認めません。 
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   ただし，構成団体については，業務遂行上支障がないと市が判断した場

合，変更を認めることがあります。その場合は必要に応じて，書類の再提

出等を求めることがあります。 

 ⑶ 指定管理者選考等専門委員，指定管理者選定委員，関係する市職員との

接触禁止 

   申請者は，指定管理者選考等専門委員，指定管理者選定委員その他関係

する市職員と，本件提案について接触する（当然に，説明会，ヒアリング，

公募に関する質問等の正当な行為を除く。）ことを禁じます。接触の事実が

認められた場合には，失格になることがあります。 

 ⑷ 重複提案等の禁止 

   同一の団体等が，複数の提案をすることはできません。また，同一の団

体等が，複数の共同事業体に加わることもできません。 

 ⑸ 申請に対する費用負担 

   申請に関する費用は，全て申請者の負担とします。 

 ⑹ 提案書の著作権及び公表 

   提案書の著作権は，申請者に帰属します。ただし，市は，指定管理者の

選定結果の公表等に必要な場合には，提案書の内容を使用できるものとし

ます。 

   なお，提出のあった提案書（添付書類を含む。）及び候補者名を含む選定

結果は，情報公開の対象とし，原則，公開することとします。 

 ⑺ 提案書の取扱い 

   市が一度受理した申請書類及び提案書（申請書類及び提案書を記録した

電子媒体を含む。）は，理由の如何に関わらず返却しません。 

 ⑻ 提案書の変更 

   市が一度受理した申請書類及び提案書は，明らかな間違い，軽微な修正

を除き，内容の変更を認めません。 

 ⑼ 申請辞退（様式１４） 

   申請者が辞退する場合，市が被った損害については，申請者が賠償しなければ

なりません。 

 

24 問合せ先 

  宇都宮市役所経済部観光交流課（宇都宮市役所７階） 

  〒３２０－８５４０ 栃木県宇都宮市旭１丁目１番５号 

  電話 ０２８－６３２－２４５６  ＦＡＸ ０２８－６３２－５４２０ 

  メールアドレス u2315@city.utsunomiya.tochigi.jp 


